
Ⅰ はじめに

チャネル・リーダーによるマーケティング・

チャネルの統制・管理の問題､ 特にパワーの

行使による統制・管理やコンフリクト管理の

問題は､ 現在でも継続的に研究がなされてい

る｡ それらに関する研究や理論は､ 元来有効

なものであり､ その有効性の喪失や意義の喪

失などというものは実際にはみられなかった｡

なぜなら､ 以下でみるように､ 現在でも様々

な研究者が､ そうしたことについて研究して

いるからである｡

様々なマーケティング・チャネルのタイプ

があるうちの､ 例えば､ 戦略提携によるチャ

ネル等にみられる､ ごく一部のチャネル現象

に関しては､ 従来からのチャネル・パワーに

よる統制・管理の理論やチャネル・コンフリ

クト管理の理論の他に､ 別の分析枠組みを適

用した方がよいのでは､ といったレベルのこ

とがあったとしても｡ ただし､ この戦略提携

によるチャネル関係においても､ 各チャネル

参加者がそれぞれもつパワーとその行使の問

題は無視できないし､ このチャネルにおいて

みられる機会主義的行動という一種のコンフ

リクト行動の問題も無視できないのである｡

そうした意味で､ 戦略提携によるチャネルに

対しても､ チャネル・パワーによる統制・管

理の理論やチャネル・コンフリクト管理の理

論の適用はある程度可能なのである｡

マーケティング・チャネルというものは､

複数のチャネル参加者から構成されるもので

あり､ その相互作用からコンフリクトは不可

避的に生じてくる(1)｡ このことは戦略提携に

よるチャネルでも同様のことである｡ 発生し

てくるコンフリクトに対しては､ その解決や

解消のための方策を考えていく必要性がある｡

全くコンフリクトが発生しないチャネルなど

というものを想定することは､ あまりにも空

想的で非現実的である｡

チャネル・パワーによる統制・管理の理論

やチャネル・コンフリクト管理の理論は､ チャ

ネル分析に有効な理論的枠組みではないとい

う誤った認識が広がることは､ チャネル研究

の幅を狭め､ チャネル研究の発展を阻害する

ことにつながる｡

マーケティング・チャネルには､ 例えば大

手製造業者と大手小売業者との戦略提携によ

るチャネルという､ ごく一部においてみられ

るタイプのチャネルだけでなく､ フランチャ

イズ・チャネル､ 大手製造業者主導の流通系

列化されたチャネル､ 大手卸売業者主導のチャ

ネル､ 大手小売業者の後方統合によるチャネ

ル等の様々なものが存在している｡ そうした

チャネルにおけるパワー関係には､ 大手企業

同士でパワーが均衡しているものもあるであ

ろうが､ 大手製造業者と中小小売業者のチャ

ネル関係のように､ パワー格差が存在してい

るものもある｡ 特に､ パワー格差が存在して

いるチャネル関係の分析に関しては､ チャネ

ル・リーダーによるパワーの行使による統制・
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管理やコンフリクト管理の理論の適用が有効

なのである｡

すべてのチャネル関係が､ 対等なパワー関

係ばかりであり､ チャネル参加者間には協調

的な雰囲気が満ちあふていてコンフリクトが

一切発生しない､ といった極めてユートピア

的なチャネル関係を想定したうえで､ どのよ

うにしてチャネル参加者間の信頼関係や協調

関係を維持していくのかを専ら問題にするこ

とにはほとんど意味がない｡ チャネル研究の

対象は､ 多種多様なタイプのチャネルなので

あるから､ ごく一部のタイプのチャネルの分

析にのみ当てはまる事柄を一般化して､ それ

がチャネル問題全般に妥当するものと主張す

ることは､ チャネル研究の発展を阻害するこ

とにつながると考える｡

チャネル・パワーによる統制・管理の理論

やチャネル・コンフリクト管理の理論は､ 全

てのチャネル関係の分析に有効であるという

つもりはないが､ それらは様々なチャネル関

係の分析に適用できるものなので､ チャネル

研究にとって依然として有用なものなのであ

る｡

本稿では､ チャネルに対する統制・管理の

研究､ 特にチャネル・パワーの行使による統

制・管理やコンフリクト管理に関する研究が

継続的になされており､ それらが依然として

有効なものであることを検証するために､ チャ

ネル・パワーの行使による統制・管理､ チャ

ネル・コンフリクト管理等に関してなされた､

アメリカ等の研究者による最近の研究をみて

いくことにする｡ そうすることにより､ チャ

ネル・パワーによる統制・管理､ チャネル・

コンフリクト管理の問題に関する研究が､ い

まだに重要な研究分野であることを示すこと

にする｡

Ⅱ 最近のチャネルの統制・管理に関する研

究の動向

ここでは､ チャネルの統制・管理､ チャネ

ル・パワー､ チャネル・コンフリクトとその

管理戦略等に関して､ 最近､ アメリカ等にお

ける研究者がどのような研究を行っているの

かをみていくことにする｡

(1) Kumar (2012) のチャネル参加者とチャ

ネル・コンフリクトの管理に関する研究

Kumar (2012) は､ その著書のなかで､

チャネル参加者の管理､ チャネル・コンフリ

クトとその管理に関する議論を展開している

が､ 特にそのなかの､ チャネル・パワーとチャ

ネル・コンフリクト管理に関する議論を中心

にみていくことにする(2)｡

Kumar (2012) は､ チャネル・パワーを､

①パワー源泉､ ②チャネル関係においてパワー

を行使する者が誰なのかの 2つの点により区

分している(3)｡

まず､ パワー源泉については､ ①報酬によ

るパワー､ ②強制的パワー､ ③専門知識によ

るパワー､ ④合法性によるパワー､ ⑤参照に

よるパワーの 5つを挙げているが､ これらは

従来からチャネル・パワー論でパワー源泉と

されてきたものと同一のものである(4)｡

次に､ チャネル関係においてパワーを行使

する者が誰なのかという観点から､ ①製造業

者がチャネル・パワーを行使することを想定

した最終的パワーないし製品パワー､ ②卸売

業者がパワーを行使することを想定した中間

業者のパワーないし卸売業者のパワー､ ③小

売業者がパワーを行使することを想定した前

線のパワーないし小売業者のパワーの 3つを

挙げている(5)｡

Kumar (2012) は､ チャネル・コンフリ

クトについて､ その発生は不可避のものであ

るとしている(6)｡ Kumar (2012) のこうし

たチャネル・コンフリクトに関する理解は､

基本的に正しいものである｡ チャネル参加者

間で､ 様々なチャネル活動の展開がなされる

際に､ それぞれの方針の違い､ 物の見方の相

違､ 誤解等により､ チャネル・コンフリクト

が発生する｡ あるチャネル・システムにおけ
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るチャネル関係が､ 非常に良好で協調的なも

のであるとしても､ そこにおいてチャネル・

コンフリクトが発生しないという保証は全く

ないのである｡

また､ Kumar (2012) は､ チャネル・コ

ンフリクトには､ 健全なコンフリクトと破壊

的なコンフリクトがあるものと捉えている(7)｡

この Kumar (2012) の考え方は妥当なもの

である｡ チャネル・コンフリクトは､ それが

適度な範囲のものであれば､ その発生の都度

解決することにより､ 溜まっている不満を解

消をし､ 健全なチャネル関係を構築し直すこ

とができる｡

Kumar (2012) は､ チャネル・コンフリ

クトは､ あるチャネル参加者の行動が､ 他者

の期待に合致しないときに発生するものであ

るとし､ ほとんどのチャネル・コンフリクト

が､ ①パワー､ ②組織の要求､ ③自尊心､ ④

役割の不一致､ ⑤目標の非両立性､ ⑥希少な

資源､ といった原因により発生するものとし

ている(8)｡ つまり､ Kumar (2012) は､ チャ

ネル参加者間でのパワー行使､ 目標や利害の

対立､ 感情のもつれ等が､ コンフリクトを発

生させる原因であるというのである｡

Kumar (2012) は､ チャネル・コンフリ

クトのより具体的な発現形態を次の 3つによ

り､ 区分している(9)｡

第 1 に､ 製品の供給者 (製造業者のこと)

が引き起こすコンフリクトである｡ 例えば､

供給者が､ 既存のチャネルに加えて､ インター

ネットによるチャネル等を追加することやディー

ラーの数を増加させることは､ 他の既存のチャ

ネル参加者 (ディーラー) の経営に影響を与

えることになり､ コンフリクトを発生させる

ことになる｡ また､ 製造業者が既存のディー

ラーに､ より多くのインプット (マーケティ

ング活動の増加等) を期待することなどもコ

ンフリクトを引き起こすことになる｡

第 2に､ チャネルが引き起こすコンフリク

トである｡ これは例えば､ 製造業者に対して

他のチャネル参加者が､ 取引条件の改善やマー

ケティング政策の変更を求めるときなどに発

生する｡

第 3に､ 市場の進化により引き起こされる

コンフリクトである｡ 例えば､ 製造業者が､

市場の進化に対処するために､ そのチャネル

の合理化を行ったり､ 全く新しいタイプのチャ

ネルを追加するとき､ 他のチャネル参加者と

の間でコンフリクトが発生することがある｡

Kumar (2012) は､ 製造業者と流通業者

間 (チャネル参加者としての) で発生する様々

なチャネル・コンフリクトの解決策として､

製品戦略､ 二重の補償金と役割の区分､ 平等

な価格政策､ 継続的な努力､ 電子商取引のコ

ミュニティを挙げている(10)｡

製品戦略というのは､ 製造業者が利用して

いる複数のチャネル間でのコンフリクトを避

けるために､ それぞれのチャネルの状況に応

じて､ 別々に異なった種類の製品を流通させ

るというものである｡

二重の保証金というのは､ 製造業者が新タ

イプのチャネルを追加するとき､ 既存のチャ

ネルにおいて利用している流通業者に対して､

新タイプのチャネルに対する彼らの関与とは

関係なく補償金を支払って､ 不満を解消する

ものである｡

平等な価格政策というのは､ 製造業者が､

そのチャネル内で活動する流通業者間で不満

が発生しないように､ 例えば商品の仕入れ時

における割り引き率の仕組みがどのようになっ

ているのかを透明化して周知させるというも

のである｡

継続的な努力というのは､ これは製造業者

の担当者が流通業者を定期的に訪問すること

により､ 相手側に対する理解を深めるもので

ある｡

電子商取引のコミュニティというのは､ 例

えば､ 製造業者のウェブページに､ 顧客向け

の流通業者の連絡先やURL の案内を掲載す

ることにより､ 流通業者との融和を図るもの

である｡

Kumar (2012) が列挙しているチャネル・
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コンフリクトの解決策に関しては､ 第 1に､

その中身はコンフリクト発生の予防的措置が

中心となっており､ チャネル参加者間で発生

する､ より深刻なコンフリクトの解決・解消

策としては不十分なものになっていることが

指摘される｡ 第 2に､ チャネル参加者として

の流通業者サイドのコンフリクト行動等によ

り発生するコンフリクトに対応する解決・解

消策が考慮されていない点で不十分なものと

なっていることが指摘される｡

製造業者が､ チャネル参加者との間で発生

するコンフリクトの種となるものを事前にな

るべくなくすという考え方自体はよいのであ

るが､ それにも関わらず発生するコンフリク

トにどのように正面切って対処するのかの方

策を考えることも大切である｡

以上でみてきた Kumar (2012) のチャネ

ル・パワーやチャネル・コンフリクトとその

管理に関する議論に関しては､ 基本的に従来

からのチャネル論の理論を踏襲しているもの

であるが､ その議論には Kumar (2012) の

考察や発案によるものがいくつかみられ､

Kumar (2012) なりに議論を発展させてい

るものと評価される｡ なお､ ここで Kumar

(2012) の議論を紹介したのは､ 依然として

従来からのチャネル・パワー論やチャネル・

コンフリクト論などの議論に基づいてチャネ

ル研究をしている研究者が存在することを示

すためである｡

(2) Kashyap, Anita and Frazier の ｢フラ

ンチャイズ・チャネル関係における､ 契

約､ 契約以上のインセンティブと事後的

な行動｣ に関する調査 (2012)

Kashyap, Anita and Frazier (2012) は､

フランチャイザーとしてのチャネル・リーダー

によるフランチャイズ・チャネルの統制・支

配を問題にし､ プリンシパル‐エージェント

理論 (エージェンシー理論) を適用して､ フ

ランチャイザーがそのフランチャイズ・チャ

ネルを支配するメカニズムを解明しようとし

た(11)｡ Kashyap, Anita and Frazier (2012)

は､ プリンシパル‐エージェント理論は､ プ

リンシパル‐エージェント関係における統制

の問題が､ 当事者間での目標､ 情報､ 選好が

異なっていることの結果から発生するもので

あるとする｡ そして､ この理論では､ プリン

シパル (フランチャイザー) がエージェント

(フランチャイザー) の行為を統制するため

に用いる支配メカニズムや統制ツールが焦点

となるというのである(12)｡

Kashyap, Anita and Frazier (2012) は､

フランチャイズ・チャネルの支配に関して､

事前的支配メカニズムと事後的支配メカニズ

ムがあると考える｡ そして､ 事前的支配の特

性として､ ①契約の完全性､ ②契約の一方性､

③インセンティブがあり､ 事後的支配の特性

として､ ①行動監視と産出の監視､ ②強制と

行動監視､ ③強制と産出の監視があるとする｡

Kashyap, Anita and Frazier (2012) は､

フランチャイザーが利用する事前的支配メカ

ニズムと事後的支配メカニズムが､ フランチャ

イジーのチャネル行動の結果 (機会主義的な

行動や服従) にどのような影響を与えるのか

を､ いくつかの仮説をたてて､ それを検証す

ることにより分析しようとしたのである(13)｡

Kashyap, Anita and Frazier (2012) は､

この仮説検証の対象として､ アメリカの自動

車業界のフランチャイズ・チャネルを選択し､

そこから得られたデータを回帰分析､ simple

slope analysis により分析した(14)｡ Kashyap,

Anita and Frazier (2012) がたてた仮説は､

事前的支配メカニズム､ 事後的支配メカニズ

ム､ チャネル行動の結果の相互間の関係が考

慮されたものとなっているが､ その仮説検証

の結果は以下の通りである(15)｡

仮説 1は､ 契約の完全性は､ プリンシパル

(フランチャイザー) による､ (a) 行動監視､

(b) 産出の監視､ (c) 強制努力と負の関係が

あるというものであるが､ これについては部

分的な支持がみられた｡

仮説 2は､ 契約の一方性は､ プリンシパル
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(フランチャイザー) による､ (a) 行動監視､

(b) 産出の監視､ (c) 強制努力と正の関係が

あるというものであるが､ これについては

(a) の行動監視が仮説と一致しただけで､

全体として仮説にあるような結果は得られて

いない｡

仮説 3は､ フランチャイジーに対する契約

以上のインセンティブは､ プリンシパル (フ

ランチャイザー) による､ (a) 行動監視､

(b) 産出の監視､ (c) 強制努力と正の関係が

あるというものであるが､ これについては支

持されている｡

仮説 4は､ 高い水準でのフランチャイザー

による行動監視は､ (a) フランチャイジー

の服従と負の関係があり､ (b) フランチャ

イジーの機会主義と正の関係があるというも

のであるが､ これについては支持されていな

い｡

仮説 5は､ 高い水準でのフランチャイザー

による産出監視は､ (a) フランチャイジー

の服従と正の関係があり､ (b) フランチャ

イジーの機会主義と負の関係があるというも

のであるが､ これについては支持されていな

い｡

仮説 6は､ 高い水準でのフランチャイザー

による強制は､ (a) フランチャイジーの服

従と正の関係があり､ (b) フランチャイジー

の機会主義と負の関係があるというものであ

るが､ これについては支持されていない｡

仮説 7は､ フランチャイジーの服従 (機会

主義) に対するフランチャイザーによる行動

監視の負 (正) の効果は､ 高い水準での産出

監視により弱められるというものであるが､

これについては支持されている｡

仮説 8は､ フランチャイジーの服従 (機会

主義) に対するフランチャイザーによる強制

の正 (負) の効果は､ 高い水準での行動監視

により弱められるというものであるが､ これ

につては支持されている｡

仮説 9は､ フライチャイジーの服従 (機会

主義) に対するフランチャイザーによる強制

の正 (負) の効果は､ 高い水準での産出の監

視により強められるというものであるが､ こ

れについては支持されている｡

Kashyap, Anita and Frazier (2012) は､

事前的支配メカニズムのなかの契約の完全性

と契約の一方性は､ 望ましいエージェント

(フランチャイジー) の行動をもたらすとし

ている｡ フランチャイジーの行動に対する事

後的支配努力の影響に関しては､ フランチャ

イザーの監視や強制努力とフランチャイジー

の行動との間に､ 主な効果がみられるであろ

うという仮説は支持されなかった｡ ただし､

代替的な事後的支配メカニズム間の重要な調

節効果の仮定は､ 概ね支持されたとしてい

る(16)｡

Kashyap, Anita and Frazier (2012) の

研究は､ フランチャイザーによる支配のメカ

ニズムを､ フランチャイズ契約やインセンティ

ブ提供という事前決定されるものによる事前

的支配メカニズムと､ フランチャイジーの行

動や産出の監視､ フランチャイジーに対する

強制努力による事後的支配メカニズムの 2つ

に区分した上で､ それらの間の関係や､ 2 つ

の支配メカニズムとチャネル参加者の服従や

機会主義的行動の関係を分析した点で評価さ

れる｡ そして､ フランチャイザー (チャネル・

リーダー) によるフランチャイジー (他のチャ

ネル参加者) に対する支配という､ フランチャ

イズ・チャネルにおける非対称的なパワー関

係を念頭に置いた上で､ フランチャイズ・チャ

ネルの統制・管理､ フランチャイジーの服従

や機会主義的行動 (コンフリクト行動) 等を

分析している点でも評価される｡ また､

Kashyap, Anita and Frazier (2012) の研

究は､ これまでの 2者間のチャネル関係中心

の分析を､ フランチャイズ・チャネル全体と

いうチャネル・システム全体の分析へと拡張

した点でも評価される｡ このように､ アメリ

カのチャネル研究は､ 2者間の関係分析から､

チャネル・システム全体の分析へと進んでい

るのである｡
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(3) Wang, Gu and Dong の ｢流通ネット

ワークにおける罰則の観察者効果｣ に関

する調査 (2013)

Wang, Gu and Dong (2013) は､ 流通チャ

ネル (流通ネットワーク) において､ 製造業

者が､ ある流通業者に懲罰を与えることは､

同一の流通チャネル内で活動する､ 他の流通

業者 (懲罰事案の第三者的な観察者) の態度

や行動に､ どのような影響を与えるのかを調

査した(17)｡

Wang, Gu and Dong (2013) は､ どのよ

うなマーケティング・チャネルにおいても､

｢チャネル参加者間でしばしば発生する､ つ

じつまの合わないことや信念の相違のゆえに､

懲罰的な行為や懲罰は避けがたい｣ と述べて

いる(18)｡ つまり､ 特定のチャネル・システム

において活動する､ 各チャネル参加者間には

考え方の相違があるので対立が発生すること

があるし､ 個々のチャンネル参加者はときど

き機会主義的な行動 (言い換えればコンフリ

クト行動) をとることがある｡ こうした場合

には､ チャネル・リーダーとしての製造業者

は､ コンフリクト関係にあるチャネル参加者

に対して罰則を課することがあるというので

あり､ チャネル・コンフリクトに対する罰則

という強制力の行使を認めているのである｡

Wang, Gu and Dong (2013) は､ チャネ

ル・リーダーが､ コンフリクト行動をとって

いるチャネル参加者に対して罰則を課する出

来事を､ 同一のチャネル内の他のチャネル参

加者が観察するとともに､ 彼らがその教訓か

らどのように行動すべきかを学習すると考え

るのである(19)｡

Wang, Gu and Dong (2013) は､ このよ

うなチャネル関係における観察者効果を実証

するために､ いつくかの仮説を立てた｡ そし

て､ 仮説を検証するために､ 中国における家

電業界､ 化粧品及び身の回りケア用品業界､

家具業界の 3つの業界の流通業者から収集さ

れたデータが分析に用いられた(20)｡ まず､

Wang, Gu and Dong (2013) は､ 構成概念

の有効性を検証するために因子分析を行った｡

次に､ 二段階の階層的な回帰分析を行って､

仮説検証を行ったが､ その結果は以下の通り

である(21)｡

仮説 1は､ 観察者が知覚した罰則の厳しさ

が､ 観察者の事後的な機会主義に負の影響を

及ぼすというものであるが､ この仮説は支持

されている｡

仮説 2 a は､ 観察者が知覚した罰則の公正

さは､ 製造業者への信頼に対して正の影響を

及ぼすというものであり､ 仮説 2 b は､ 観察

者の製造業者への信頼は､ その事後的な機会

主義に対して負の影響を及ぼすというもので

あるが､この 2つの仮説は支持されている｡

仮説 3は､ 罰せられた流通業者の関係への

埋め込みは､ 観察者の事後的な機会主義に対

する罰則の厳しさの負の効果を弱めることに

なるというものであるが､ これについてはか

ろうじて支持という結果であり､ 完全に支持

されてはいない｡

仮説 4 a は､ 罰せられた流通業者の関係へ

の埋め込みは､ 製造業者への観察者の信頼に

対する罰則の公正性の正の効果を弱めること

になるというものであり､ 仮説 4 b は､ 罰則

がより厳しくなればなるほど､ 罰則の公正性

と観察者の信頼との間の結びつきに対する､

罰則を受けた流通業者の関係への埋め込みが

もつ軽減効果がより強くなるというものであ

るが､ 2 つの仮説とも支持されている｡

仮説 5は､ 製造業者の監視能力は､ 観察者

の事後的な機会主義に対する罰則の厳しさの

負の効果を強めることになるというものであ

るが､ これについては有意ではないという結

果が出ている｡

仮説 6 a は､ 製造業者の監視能力は､ 製造

業者への観察者の信頼に対する罰則の公正性

の正の効果を強めることになるというもので

あり､ 仮説 6 b は､ 罰則がより厳しくなれば

なるほど､ 製造業者の罰則の公正性と観察者

の信頼との間の結びつきに対する製造業者の

監視能力の増強効果をより強めることになる
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というものであるが､ 2 つとも支持されてい

る｡

Wang, Gu and Dong (2013) は､ 彼らの

チャネル研究は､ 2者間での罰則の分析をチャ

ネル・ネットワーク・レベルでの罰則の分析

へと拡張したこと､ 観察者に対する罰則の正

の効果の確立に対する貢献で意味があるもの

としている(22) ｡ つまり､ Wang, Gu and

Dong (2013) は､ チャネル・リーダーによ

り､ 機会主義的な行動をとったチャネル参加

者に対して罰則が課される事件を､ この 2者

以外のチャネル参加者が観察者として見てい

るが､ その観察したことの理解が､ 観察者と

してのチャネル参加者のその後の行動や態度

に影響を与えると考え分析したのであるが､

この分析がこのような貢献につながったとす

るのである｡

いずれにせよ､ Wang, Gu and Dong

(2013) の研究に関しても､ これまでの 2 者

間の中心のチャネル研究を､ チャネル・シス

テム全体のレベルでのチャネル研究へと拡張

しているのである｡ この点で､ チャネル研究

における進展が見て取れる｡

また､ Wang, Gu and Dong (2013) の研

究は､ 機会主義の追加的な解明をしたもので

あり､ これまでの研究は機会主義の肯定的な

面を取り扱ってきたのに対して､ 彼らの研究

は､ チャネル参加者の機会主義に対する罰則

のような否定的な制裁の行使可能性を強調し

たものである｡ Wang, Gu and Dong (2013)

は､ チャネル参加者のネットワークにおける

機会主義を減らすためには､ インセンティブ・

メカニズムの利用よりも罰則の利用の方が､

より成功する効果的なツールであるとしてい

る(23)｡

Wang, Gu and Dong (2013) の研究は､

一種のコンフリクト行動とみられる機会主義

的行動をとるチャネル参加者に対して罰則の

賦課という強制的パワーの行使が､ インセン

ティブ提供等の経済的な利益供与による懐柔

よりも効果的であるということを積極的に主

張した点で評価される｡ 従来､ チャネルの統

制・管理に関して､ 罰則の賦課という強制力

の行使が有効であると､ これほど主張してい

るものはみられなかったのである｡

(4) Anita, Zheng and Frazier の ｢フラン

チャイズ関係において､ コンフリクト管

理と結果に影響を与える規制の役割｣ に

関する調査 (2013)

Anita, Zheng and Frazier (2013) は､ フ

ランチャイズ・チャネルにおけるコンフリク

ト管理とその結果に対して､ アメリカの州法

(登録法と関係法) による規制がどのような

影響を与えるのかを分析した(24) ｡ Anita,

Zheng and Frazier (2013) は､ フランチャ

イズ・チャネル関係におけるコンフリクトの

問題を分析する際に､ プリンシパル‐エージェ

ント理論を適用している｡ Anita, Zheng and

Frazier (2013) は､ この理論に依拠して､

フランチャイザーとフランチャイジー間での､

訴訟になるコンフリクト事件に対する規制の

影響を評価しようとする｡ そして､ ①コンフ

リクトの発生が､ フランチャイズ・システム

内なのか､ 特定の市場内なのかの分析水準､

②登録法なのか､ 関係法なのかという考慮す

る特定の規制､ ③チャネル・システムの所有

構造の 3つによって､ 規制の影響がかなり変

化すると仮定する(25)｡

Anita, Zheng and Frazier (2013) は､ こ

うした考え方に基づいて､ ①規制の影響､ ②

フランチャイズの所有構造の影響､ ③ 2者間

(即時) の結果対システム全体 (長期的) の

結果の 3つに区分した上で､ 仮説を立てて検

証している｡ この仮説検証を行うために､

Anita, Zheng and Frazier (2013) は､ FDD

(Franchise Disclosure Document) という

アメリカのフランチャイズに関する情報開示

の文書による情報や､ PACER (Public

Access to Court Electronic Records) によ

る情報から､ 75 フランチャイズ企業の 411

件の訴訟例を抜き出し､ それらをデータとし
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て利用した(26)｡ Anita, Zheng and Frazier

(2013) の仮説検証は､ 回帰分析と simple

slope analysis によりなされており､ 以下の

ような結果となっている(27)｡

第 1 に､ 規制の影響とフランチャイズ所有

構造に関する仮説であるが､ これに関する仮

説は､ 仮説 1､ 仮説 3､ 仮説 5 a､ 仮説 5 b で

ある｡

仮説 1については､ フランチャイザーが活

動する州の登録法の数が多くなればなるほど､

システム全体としての訴訟事件は少なくなる

というものである｡

仮説 3は､ フランチャイザーがそこで活動

する州の関係法の数が多くなればなるほど､

システム全体としての訴訟事件がより増加す

るというものである｡

この仮説 1と仮説 3については､ 一致して

いるという仮説検証結果が得られたとしてい

る｡

仮説5 aは､ フランチャイザーのフランチャ

イジー所有の販路に対する依存がより大きけ

れば大きいほど､ 州の関係法におけるフラン

チャイザーの存在の程度とシステム全体とし

ての訴訟事件の間の負の関連がより弱まると

いうものである｡

仮説5 bは､ フランチャイザーのフランチャ

イジー所有の販路に対する依存がより大きけ

れば大きいほど､ 関係法におけるフランチャ

イザーの存在とシステム全体としての訴訟事

件との間の正の関連がより弱まるというもの

である｡

この仮説 5 a と仮説 5 b については､ 強く

支持されたとしている｡

第 2に､ フランチャイザーとフランチャイ

ジーそれぞれの訴訟の開始と解決の選択の事

情に対する規制の影響に関する仮説であるが､

これに関する仮説は､ 仮説 2､ 仮説 4､ 仮説

6a､ 仮説 6b､ 仮説 7 a､ 仮説 7 b である｡

仮説 2 は､ 州の登録法において訴訟は､

(a) フランチャイザーによって､ より開始

されがちになり､ (b) ADR 手続き (alter-

native dispute resolution procedures) に

よって､ より解決されにくくなるというもの

である｡ この仮説のうち､ (a) については

棄却され､ (b) について支持されたとして

いる｡

仮説 4 は､ 州の関係法において訴訟は､

(a) フランチャイジーよって､ より開始さ

れがちになり､ (b) ADR 手続きによって､

より解決されにくくなるというものである｡

この仮説のうち､ (a) については支持され､

(b) については棄却されたとしている｡

仮説 6 a は､ 訴訟を開始したフランチャ

イザーは､ 焦点のコンフリクトにおいて､ よ

り優勢になりがちであるというものである｡

仮説 6 b は､ 紛争の二者択一の解決は､ 焦

点のコンフリクトにおいて､ フランチャイザー

の優勢という結果にはあまりならないという

ものである｡

これら仮説 6全体については､ 強く支持さ

れたとしている｡

仮説 7 a は､ 訴訟を開始するフランチャイ

ザーは､ システムの成長目標をあまり達成す

ることはないというものである｡

仮説 7 b は､ ADR に対する依存は､ フラ

ンチャイザーのシステムのよりいっそうの成

長目標が達成される結果に導くというもので

ある｡

これらの仮説 7全体については､ 支持され

たとしている｡

第 3に､ 訴訟の結果に関する仮説であるが､

これに関する仮説は､ 仮説 8､ 仮説 9である｡

仮説 8 は､ 州の登録法での訴訟は､ (a)

フランチャイザーに有利な結果に導くのであ

り､ (b) システム全体としての目標を達成

するフランチャイザーの可能性を低めること

になるというものである｡

仮説 9 は､ 州の関係法での訴訟は､ (a)

フランチャイジーに有利な結果に導くのであ

り､ (b) フランチャイザーのシステムの成

長目標を達成する可能性を低めることになる

というものである｡
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仮説 8と仮説 9のうち､ 支持されたのは仮

説 8の (b) のみである｡

Anita, Zheng and Frazier (2013) は､ こ

の調査の目的は､ フランチャイザーとフラン

チャイジーとの間のコンフリクトの発生､ コ

ンフリクトの性質､ コンフリクトの結果に対

するフランチャイズ規制の影響を理解するこ

とであるとし､ 総体として､ フランチャイズ

規制についての彼ら自身の評価は肯定的なも

のであるとしている(28)｡ このように､ Anita,

Zheng and Frazier (2013) は､ チャネル・

コンフリクトや､ それに関連して発生する訴

訟事件を正面切って取り上げた点で評価され

る｡

Anita, Zheng and Frazier (2013) が調査

対象としたフランチャイズ・チャネルにおい

ては､ フランチャイザーとしての大手製造業

者とフランチャイジーとしての流通業者 (ディー

ラー) との間のパワー関係は明らかに非対称

的なものであり､ そこにおける様々なトラブ

ルの発生をきっかけとして､ 様々な訴訟事件

が発生する｡ チャネル・システムにおけるチャ

ネル参加者間での協調や協力関係ばかりに注

目して､ その関係維持や関係の管理という肯

定的な側面ばかりを問題にし､ 実際のチャネ

ルにおけるチャネル・コンフリクトや訴訟事

件の発生という否定的な側面を無視したとし

ても現実は何も変わらない｡ Anita, Zheng

and Frazier (2013) は､ フランチャイズ・

チャネルにおけるコンフリクト､ 訴訟事件と

いう否定的な問題やフランチャイズ・システ

ムに対する法規制の問題を正面切って取り上

げた点で評価される｡

また､ Anita, Zheng and Frazier (2013)

の研究についても､ それはチャネルにおける

2者間の関係の分析ではなく､ フランチャイ

ズ・チャネル全体という､ チャネル・システ

ム全体としてのチャネル関係へと分析対象を

拡張しているのであり､ チャネル研究の 1つ

の方向性を示しているものといえる｡

Ⅲ おわりに

ここでは､ アメリカ等における最近のチャ

ネルに関する実証研究の動向を中心にみてき

た｡ そのなかでも特に､ チャネルに対する統

制・管理に関する実証研究の動向を検討して

きたが､ その全体的な特徴として､ 次のよう

なことが挙げられる｡

第 1に､ チャネル関係の分析対象が､ これ

までよく問題にされてきた2者間の関係から､

①チャネル全体としての関係の分析や､ ② 2

者間でのコンフリクト問題が､ それを観察し

ている他のチャネル参加者にもたらす影響の

分析､ といった具合に､ 拡大していることで

ある｡ チャネル・リーダーと他のあるチャネ

ル参加者との間､ といった 2者間でのコンフ

リクトや交渉・駆け引き等の分析から､ チャ

ネル・システム全体を問題にする分析へと､

分析対象がより幅広いものになっているので

ある｡

第 2に､ フランチャイズ・チャネルにおけ

るフランチャイザーによるチャネル支配や､

製造業者による他のコンフリクト関係にある

チャネル参加者に対する罰則の賦課といった

ように､ チャネルにおける非対称的なパワー

関係を全面的に打ち出していることである｡

つまり､ チャネル・リーダーによるチャネル

の統制・管理の存在を認めたうえで､ チャネ

ル分析を行っているのである｡

第 3に､ フランチャイズ・チャネルにおけ

るコンフリクトの管理に対して法規制が与え

る影響､ 製造業者による､ 他のコンフリクト

関係にあるチャネル参加者に対する罰則の賦

課を問題にしていることにみられるように､

否定的なものとして捉えられがちなコンフリ

クト管理やコンフリクトに対する強制力の行

使を正面切って取り上げていることである｡

アメリカでのチャネルの統制・管理に関す

る研究は､ 2 者間の分析からチャネル全体の

分析へと分析対象を拡げている点､ チャネル・
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コンフリクト管理と法規制の関係という新し

い分析視角により研究している点､ 観察者効

果という新しい理論的枠組みを導入している

点で､ 発展､ 進化を遂げている｡

ところで､ 我が国のチャネル研究はどのよ

うになっているのかをみてみると､ 未だにチャ

ネルにおける協調関係やパートナーシップ関

係の維持・確保を強調する議論の呪縛から完

全には解放されていないものとみられる｡ 今

後も､ チャネル参加者間での対等なパワー関

係を前提として､ チャネル関係における協調

の確保や信頼関係の構築ばかりを問題にし､

チャネル・パワーの行使によるチャネルの統

制・管理､ 発生するコンフリクトの管理の問

題の分析が時代遅れなものであると一方的に

決めつけ､ 全くこうした問題の存在とその分

析に目を向けないことが続けば､ 以上で検討

してきたような新たなチャネル研究は､ 我が

国においてなされないことになる｡

しかしながら､ アメリカではチャネル・リー

ダーによるチャネルの統制・管理､ チャネル・

パワーの行使､ チャネル・コンフリクト管理

の問題が､ これまで以上に正面切って取り上

げられているのである｡ チャネル参加者間の

非対称的なパワー関係によるチャネルが､ 実

際に存在するのであるから､ その存在を無視

してはならない｡

チャネル参加者間に､ 均衡したパワー関係

がみられるチャネルはごくわずかしか存在し

ない｡ そして実際のところ､ そうしたチャネ

ル関係においては､ それぞれが保有する強力

なパワーを背景としたチャネル参加者間での

交渉､ 駆け引きや､ 各チャネル参加者のコン

フリクト行動がみられるのである｡ 大手企業

同士によって形成される戦略提携によるチャ

ネルにおいては､ 双方がまともにぶつかり合

うとダメージが大きいので､ ある程度お互い

に妥協し合うとともに､ 協調的な行動をとる

方が理にかなっているということから､ 協調

関係やパートナー関係の維持・確保が強調さ

れるだけなのである｡ ただし､ そうしたチャ

ネル関係の奥底にある､ 根源的で本質的なも

のは何も変わっていないのである｡ つまり､

相互の妥協により調整し合うものの､ 相互の

利害対立､ 目標の不一致等は根本的には解決

されていないのである｡ 例えば､ 大手製造業

者と大手流通業者が参加し､ 戦略提携やパー

トナーシップ協約により形成されるチャネル

においては､ 戦略提携関係やパートナーシッ

プ協約により､ それぞれが独自に展開しよう

とする政策や戦略がある程度の制約を受ける

ことになる｡ こうした点でチャネル・コンフ

リクトの根源が存在しているのであり､ ビジ

ネスの仕組みや経済状況等に大きな変化が生

じ､ 相互に提携や協調する理由がなくなれば､

自社独自の政策や戦略の方が優先され､ 提携

関係やパートナー関係が解消されることにな

るのである｡

Anita, Zheng and Frazier (2013) が問題

にしているような訴訟にまで発展したチャネ

ル・コンフリクト事件に類する事態は､ 我が

国においても発生したことがあるが､ このよ

うなネガティブなチャネル・コンフリクト事

件を無視してもしようがない｡ そして､ 戦略

提携やパートナーシップ関係によるチャネル

が安定的で永続するなどという非現実的な仮

定をしてもあまり意味がない｡ チャネル研究

を発展させるために､ 固定観念にとらわれず､

現実に即した研究をすべきである｡

付け加えておくと､ 現在のような､ インター

ネット販売の拡大やオムニチャネル政策の展

開がみられ､ 製造業者と流通業者の双方とも

が､ 消費・顧客との接点をあらゆるところに

求めようとするなかで､ その販売チャネルを

より一層多様化させてきている時代において

は､ 大手企業間のチャネル関係を戦略提携論

やパートナーシップ論のみにより､ 分析する

ことには無理が生じてきているように思われ

る(29)｡

いずれにせよ､ 以上で述べてきたように､

チャネルの統制・管理の理論､ 特にチャネル・

パワーの行使による統制・管理の理論やチャ
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ネル・コンフリクト管理の理論のそれぞれが､

本当に､ その有効性を喪失したというのであ

れば､ これらに関する研究がなされていない

はずである｡ しかしながら､ 実際にはアメリ

カ等で､ より発展した形で研究がなされてい

るのである｡ このような事実があるので､ チャ

ネルの統制・管理､ チャネル・パワーの行使､

チャネル・コンフリクト管理の理論が､ その

有効性を喪失したなどということはないので

ある｡ むしろこれらの理論に別の新しい分析

枠組みを組み合わせて用いることにより､ 新

しいチャネル研究が展開できるのである｡

チャネル研究の発展のためには､ 在来のチャ

ネル理論が有効性を喪失して､ それに代わる

新しい理論や分析枠組みの方が有効になった､

といった視野の狭い見解を持たない方がよい｡

アメリカにおける最近のチャネル研究にみら

れるように､ チャネルにおいて生じている現

実をしっかりと受け止めて分析したり､ 新た

なチャネル分析視角や分析手法を開発したり

する方がよい｡ あまりにも固定観念にとらわ

れすぎると､ チャネル研究の幅を狭めること

になり､ 新たなチャネル研究への挑戦ができ

なくなってしまう｡ チャネルには非常に種々

雑多なものがあり､ それは非常に複雑な現象

なので､ 我が国における､ これまでのチャネ

ル研究によって､ その全てが分析され尽くさ

れているわけではない｡ 狭い視野や固定観念

から解放されて､ 自由なチャネル研究が今後

進展していくことが期待される｡

注

� この点に関して､ Stern and El-Ansary,

(1977) は､ チャネル参加者間に相互依存関係

が存在するが故にコンフリクトの発生は避け

がたいとしている｡ Stern and El-Ansary,

(1977), p.278 を参照のこと｡

� Kumar (2012), pp.332-367 を参照のこと｡

� Ibid., p.349.

� チャネル・パワーの源泉 (パワーの基礎) に

関する学説については､ 高橋 (1995)､ 175-180

ページを参照のこと｡

� Ibid., p.351.

� Ibid., p.356.

� Ibid., pp.342-343.

� Ibid., pp.353-356.

	 Ibid., pp.357-358.


 Ibid., pp.358-362.

� Kashyap, Anita and Frazier (2012) を参照

のこと｡

� Ibid., p.264.


 Ibid., p.261.

� Ibid., p.267.

� 以下の論述は､ 次に基づく｡ Ibid., pp.265-272.

� Ibid., pp.272-273.

� Wang, Gu and Dong (2013) を参照のこと｡

� Ibid., p.627.

� Ibid., pp.627-628.

� Ibid., p.632.

� 以下の論述は､ 次に基づく｡ Ibid., pp.628-637.

� Ibid., p.638.

� Ibid., p.639.

� Anita, Zheng and Frazier (2013) を参照の

こと｡

� Ibid., p.578.

� Ibid., p.582.

� 以下の論述は､ 次に基づく Ibid., pp.579-587.

� Ibid., p.272.

� オムニチャネルについては､ D4DR株式会社・

田所明治・EC 研究会 (NPO) (2014) を参照

のこと｡
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